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研究成果の概要（和文）：本研究では、生徒・家庭・学校という3つの領域の要因を同時・包括的に分析するこ
とで、留年・退学を解消する教育政策の新たな可能性について検討することを目的とした。本研究では、関連資
料収集、アンケート調査、インタビュー調査、学校観察などを実施した。対象国は、コスタリカ・ホンジュラ
ス・フィリピン・ガーナ・シエラレオネ・ルワンダ・ラオスとなった。不登校傾向・留年・退学などの要因とし
ては、間接的であれ、学費の支払いだけでなく、学校にまつわる課題、例えば、学習に対する不安、学習動機、
ストレス、保護者・クラスメート・教師との信頼関係などがあげられた。国によって傾向に差はあるものの、同
様の傾向が確認された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to consider a new possibility of educational 
policy for alleviating repetition and dropout, by analyzing comprehensive and simultaneously three 
areas of factor such as students, family and school. This study collects data and documents related 
to the issue, carries out questionnaire survey, interview and school observations. The target 
countries were Costa Rica, Honduras, Philippines, Ghana, Sierra Leone, Rwanda and Laos. According to
 the findings of study, there is a possibility that, no matter how indirect, factors for school 
avoidance, repetition, dropout were payment of tuition fee, issues around school such as anxiety 
about learning, stress, reliability to parents, classmates and teachers. Even though there confirmed
 some differences among the target countries, similar tendencies were detected there.

研究分野： 教育政策
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１．研究開始当初の背景 
（１）自著（石坂 2009; Ishizaka 2011）に
おいて、シエラレオネやコスタリカで行われ
たアンケート調査結果に鑑み、これまで指摘
されてきた家庭の社会・経済的格差のみなら
ず、学校で行われている教育の質が生徒の留
年・退学に大きな影響を及ぼしている可能性
について指摘した。 
（２）これまで実施されてきている奨学金給
付・学校施設整備といった、アウトプット型
の目に見えやすい政策だけでなく、教育の質
に直接的な影響を及ぼしうるアウトカム型
の政策として教員研修や父母の学校運営へ
の参加の推進などが必要になると結論付け
てきた。 
（３）近年の研究の中には、社会・経済的格
差の中身について詳細に分析するものや社
会的・経済的格差という学校の外側の要因だ
けでなく、学校内の要因や生徒自身のもつ性
格・志向に関する研究が増えてきていた。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究においては、生徒・家庭・学校
という 3 つの領域から同時・総合的に考察す
ることで、包括的な要因分析を図り、留年・
退学の解消を目指した教育政策の新たな可
能性について検討することを目的とした。 
（２）本研究は、従来行われてきた留年・退
学の要因に関する研究成果を取りまとめる
とともに、独自に要因に関する総合的な実地
研究・調査を行うことで、バランスのとれた
要因特定と、長期的・包括的な政策提言を可
能にするという特色を持っている。 

 
３．研究の方法 
（１）調査方法 
 本研究では、関連資料収集とともに、アン
ケート調査、インタビュー調査、学校観察な
どを実施した。対象国は、コスタリカ・ホン
ジュラス・フィリピン・ガーナ・シエラレオ
ネ・ルワンダ・ラオスの７か国となった。ア
ンケートでは、心理尺度（表１参照）として、
不登校傾向（SAFS）、学習動機傾向（AGTS）、
自己有用感（SUS）、数学（算数）不安（MAS）、
ストレス反応（SRS）、英語学習不安（ELCAS）、
両親信頼度（TPS）を採用し、不登校傾向に
ある生徒の心理面の状況を把握するととも
に、家庭環境・学校環境に関する属性、学校
や家庭での問題についても質問した。インタ
ビュー調査では、学校を休んだり中退した生
徒にその理由を聞く調査を行った。 
（２）分析方法 
 得られた心理尺度データの因子自体の傾
向、因子間や尺度間の相関関係について分析
するだけでなく、生徒の属性グループでの因
子・尺度得点の違いについて分析を加えた。
また、オープンエンドなアンケート質問やイ
ンタビュー回答については、コーディングや
単語の頻出度・関係性について分析を加えた。 

表１：適用した心理尺度の信頼係数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．研究成果 
（１）ガーナやシエラレオネにおいては、不
登校傾向と学習動機の低さの間に相関関係
があることが分かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１：不登校傾向と学習動機の低さとの関係 
 
（２）多くの調査対象国において学校を尊敬
できない・学校が嫌いであるという傾向と学
習動機の低さの間に相関関係があることが
分かった。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２：不登校傾向と学習動機傾向との関係 

 
（３）コスタリカやホンジュラスにおいて、
不登校傾向と自己有用感の低さとの間に相
関関係が確認された。 
（４）コスタリカ、ホンジュラス、ラオスに
おいては、学習動機の低さと自己有用感の低
さとの間に相関関係が確認された。 
（５）ガーナとシエラレオネにおいて、スト
レス反応の強さと不登校傾向・英語学習不安
との間に相関関係が確認された。 
（６）ガーナやシエラレオネにおいては、不
登校傾向と直接相関関係があるものの多く
が英語や数学などに対する学習不安や学習
動機傾向であった。また、両親との信頼関係
と学習動機との間にも相関関係が確認され
た。また、ストレス反応と不登校傾向との間
の相関関係も強く、ストレス反応と両親との
信頼関係の低さとの間の相関関係もあるこ
とから、間接的に家庭環境と不登校傾向との
間の関係性が推測された。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３：ガーナにおける心理尺度間の関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４：シエラレオネでの心理尺度間の関係 
 
（７）ガーナやシエラレオネにおいては、学
年が上がるに従って、不登校傾向が下がる一
方でストレス反応が高まることが分かって
おり、不登校傾向の高い生徒が学校から離れ
ている可能性や学習が高度化することでの
ストレスが大きくなっている可能性がみて
とれた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５：ガーナでの学年別の傾向の差 
 
（８）フィリピンにおいても学年が上がるに
従って不登校傾向が低くなる他、学習動機が
高まることが分かっている。不登校傾向の高
い生徒が学校から去る中で、モチベーション
の高い者が残っている可能性がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６：フィリピンでの学年別の傾向の差 

 
（９）コスタリカにおいては、実際に不登校

となった経験のある生徒のほうが、学校を避
けたい気持ちが強く、学習動機が低い傾向が
あることが分かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図７：コスタリカでの不登校児の心理傾向 
 
（１０）ホンジュラスにおいても、留年した
経験のある生徒のほうが、学校を避けたい気
持ちが強く、クラスメートに対する自己有用
感が低い傾向が確認された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図８：ホンジュラスでの留年者の心理傾向 
 
（１１）ガーナ及びシエラレオネで実施した
アンケート及びインタビュー調査によれば、
学費の支払いについての保護者の影響、妊娠、
教師による体罰、クラスメートによるいじ
め・カンニングなどが学校にかかわる課題と
して指摘されていた。 
（１２）以上の通り、不登校傾向・留年・退
学などの事情にまつわる要因としては、学費
の支払いだけでなく、学校にまつわる課題、
例えば、学習に対する不安、学習動機、スト
レス、保護者との信頼関係、クラスメートや
教師との信頼関係などが間接的であれかか
わりを持っている可能性が分かった。国によ
って傾向に差はあるものの、同様の傾向が確
認された。 
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